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公共交通計画の策定に際しては，｢活動機会の保障とそのための負担との組合せ｣を｢住民が選択する｣こ

とが重要である．先行研究では，住民の活動機会を保障し得る公共交通サービスを住民が適切に選択でき

るように，地域社会が公共交通計画を策定するためのモデルを構築している．しかし，複数住民の活動機

会の大きさに着目した社会的評価のプロセスは必ずしも明確に示されていない．本研究では，先行研究の

モデルを拡張し，政策代替案を適切に選ぶ社会的評価を形成するための規範的なモデルを構築する．具体

的には，潜在能力アプローチにおける「機能」という客観的な指標に着目し，機能の集合を潜在能力とし

てこれを評価する．機能とは人の様々な状態（～であること）や行動（～できること）を指し，これは本

研究における活動機会と対応するものと考える．各政策代替案の下で得られる複数住民の潜在能力を評価

することで，政策を順序づける社会的評価を形成する．  

 

     Key Words : Local Transport Plan, Social Choice, Capability Approach, Level of Public Service, Cost 

Allocation 

 

 

1. はじめに 

 

公共交通計画の策定に際しては，｢活動機会の保障と

そのための負担との組合せ｣を｢住民が選択する｣という

考え方を基本とする 1)．喜多ら 2)は，住民の活動機会を

保障し得る公共交通サービスを住民が適切に選択できる

ように，地域社会が公共交通計画を策定するためのモデ

ルを構築している． 

しかし，複数住民の活動機会の大きさに着目した社会

的評価のプロセスは必ずしも明確に示されていない．本

研究では，喜多ら 2)のモデルを拡張し，政策代替案を適

切に選ぶ社会的評価を形成するための規範モデルを構築

する．  

 

 

2. 本研究の枠組み 

 

本研究では潜在能力アプローチ 3)を援用する．「機能」

という客観的な指標に着目し，機能の集合を潜在能力と

してこれを評価する．機能とは人の様々な状態（～であ

ること）や行動（～できること）を指し，これは本研究

における活動機会と同義であると考える． その達成水

準は「資源」と「資源利用能力」により規定される． 

個々人の資源利用能力には差異があるため，利用でき

る資源も異なり，達成される機能の種類や達成される程

度が異なる. 

 

図-1 資源・資源利用能力と機能 

 

本研究では，各政策代替案の下で得られる複数住民の

潜在能力を評価することで，政策を序列づける社会的評
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価を形成する． 

 

 

3. 政策評価モデル 

 

(1) 対象とする社会 

本研究の対象は，公共交通サービス水準が低い過疎地

域とする． 住民は2つの機能を達成するものとし，公共

交通サービスを利用して行う活動を機能1，その他のサ

ービスを利用して行う活動を機能2とする．公共交通サ

ービスを共同消費財，その他サービスを私的財と呼ぶ． 

ここでは個人 1，個人 2 の 2 人のみから構成される社

会を想定する．個人は自らの予算を，共同消費財と私的

財の生産費用に配分する．このとき，共同消費財の生産

費用は住民が費用を共同で負担するものとするが，私的

財は個人で生産する． 

共同消費財と私的財は潜在能力アプローチにおける資

源と考える． ここで，機能 1 の達成度は，共同消費財

と共同消費財に関する資源利用能力により規定され， 

機能 2の達成度は，私的財と私的財に関する資源利用能

力によって規定されるものとする．  

 

(2) 潜在能力の定式化 

個人 i(i=1,2)はそれぞれの予算  を私的財費用  
 と共同

消費財費用  
 に配分する． 

  
 +   

 =    (1) 

共同消費財は各人が共同で生産するため，共同消費財

総費用  は各人の共同消費財費用の和である．個人 iの

共同消費財総費用の負担率を  とする． 

  =   
1 +   

2 (2) 

  
 =   ∙    (3) 

私的財費用  
 は予算から共同消費財費用を引いたもの

である． 

  
 =   −   ∙    (4) 

このとき共同消費財総費用  の取りうる範囲は 

0 ≤   ≤ min⁡(
 1

 1
,

 2

 −  1
) (5) 

 

図-2 個人 1,2の予算制約式 

また，共同消費財総費用  と個人 i の私的財費用  
 は，

それぞれの生産量  ，  
 に依存する．  (  )を共同消

費財の費用関数，  (  
 )を私的財の費用関数とすると，

各生産量はその逆関数を用いて以下の式で表される． 

  =   
−1(  ) (6) 

  
 =   

−1(  
 ) (7) 

このとき共同消費財生産量  の取りうる領域は 

0 ≤   ≤ min⁡(  
−1 (

 1

 1
) ,   

−1 (
 2

 −  1
)) (8) 

生産可能な２財の組み合わせを軌跡として描いたもの

が生産可能性フロンティアである． 

個人 i の生産可能性フロンティア  
 は図.3 のようにな

る． 

 

 

図-3 個人 1,2の生産可能性フロンティア 

 

 

次に共同消費財生産量と私的財生産量を機能の達成度

に変換する．共同消費財生産量  と共同消費財総費用

の支払率  が決まると，私的財生産量  
 が求まる． 

個人 iの機能 1の達成度  1は，個人 iの共同消費財に

関する資源利用能力  
 と共同消費財生産量  によって

規定され，個人 iの機能 2の達成度  2は，私的財生産量

  
 ，私的財に関する資源利用能力  

 によって規定され

る．機能 1の達成度関数，機能 2の達成度関数は以下の

ように定義する． 

 

  1 =   1(  
 ,   ) (9) 

  2 =   2(  
 ,   

 (  ,   )) (10) 

 

達成可能な 2つの機能の達成度の組み合わせの軌跡を

潜在能力フロンティアと呼ぶ．個人 1，2 の潜在能力フ

ロンティア  
 は以下のように描かれる． 
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図-4 潜在能力フロンティア 

 

次に，式(8)を満たすある任意の共同消費財生産量を

  
 ，個人 iの共同消費財総費用の支払い率を   とする．

この組み合わせ(  
 ,    )が決まると，個人 i の機能 k の

達成度の組み合わせ( 11 ,  12 ,  21 ,  22 )が一意に定ま

る．本研究では組み合わせ(  
 ,    )を政策と捉える．政

策の下で求まる機能の達成度の組み合わせを評価するこ

とで，複数の政策代替案を序列づける． 

次節では，社会的関係関数と格差原理を用いて，個人

i の機能 k の達成度の組み合わせ集合     =

( 11 ,  12 ,  21 ,  22 )から，適切な組み合わせを選ぶ方

法を述べる． 

 

(3) 潜在能力の評価法 

以下では，社会的関係関数 5)と格差原理 6)を用い，政

策代替案の下で得られる個人 i(i=1,2)の機能 k(k=1,2)の達

成度の組み合わせ( 11,  12,  21,  22)を評価する． 

 

 

図-5 社会的評価を形成する枠組み 

 

まず，Gotoh .and Yoshihara
5)に基づき，社会的関係関数

の考え方を説明する．社会的関係関数とは，各政策下に

おける「最も不遇な個人」を特定し，その個人の潜在能

力と基本的潜在能力を比較することで政策代替案を序列

付ける手続きである．ここで基本的潜在能力とは，社会

が最低限保障すべき潜在能力の水準とされる．また，

「最も不遇な個人」とは，ある政策の下で他のいかなる

個人の潜在能力をも優越することのない潜在能力をもつ

者である． 

ある政策 の下で実現する個人 i の潜在能力を  ( )で

表す．  (∙)は，代替的な政策を個人 i の潜在能力に変換

する「潜在能力関数」であり，  ( )は政策 下の個人 i

の機能 1 の達成度  1 と機能 2の達成度  2 の組み合わ

せとして表される． 

  ( ) = (  1 ,   2 ) (11) 

各政策下で個人間の潜在能力を比較し，最も不遇な個

人を特定する．個々人の潜在能力は反射性と推移性を満

たすが必ずしも完備性を満たさない序数的な二項関係

( )の形式で査定されるとする． 

2つの潜在能力の関係性を表す二項関係 および の

考え方を，個人 i に着目して説明する．ある政策 下の

個人 i の機能 k の達成度を    ，政策 下のそれを    

とする． 

①   1    1 ，かつ   2    2  である場合，

  ( )    ( )． 

②    1    1 か つ   2    2 ，または，  1  

  1 かつ  2    2 である場合，  ( )    ( )であり，

かつ  ( )    ( ). 

個人 i,j の集合を で表すと政策 下の最も不遇な個人

の集合 は以下の式で定義される． 

 (   )  {   |       ( )    ( )} (12) 

次に，最も不遇な個人の潜在能力と基本的潜在能力を

比較する．本研究では，機能毎に地域社会が最低限保障

すべき水準があるものとし，その組み合わせを「基本的

潜在能力」と考える．基本的潜在能力が保障する機能 k

の達成度を  
 としたとき基本的潜在能力 BCは以下の式

で表される． 

𝐵 = (  
1,   

2) (13) 

最も不遇な個人の潜在能力と基本的潜在能力の比較に

関しても，二項関係( )の形式で査定される．各政策代

替案で最も不遇な個人の潜在能力と基本的潜在能力の二

項関係により，政策は序列付けられる． 

このような代替的な政策を序列づける社会的評価を形

成するための条件は，①基本的潜在能力条件，②限定さ

れた単調性条件，③リフレイン条件である．これらの条

件により，社会における異なる政策 ,  間の評価の二項

関係(∙  ∙,∙  ∙,∙  ∙)は次のように表される． 

「 と は尐なくとも同じくらい正義に適っている」

(   )，「 は より正義に適っている」(⁡   :⁡   であ

り，かつ   でない)，「 と は同じくらい正義に適っ

ている」(⁡   :⁡   であり，かつ   )． 

各条件について以下に示す． 

① 基本的潜在能力条件 

 ,  について，A),C),D),のいずれか一つが成立するとき

   が成立し，B),C),D)のいずれか一つが成立するとき

   が成立する． 

A) 全ての   (   )について，  ( )  𝐵 であり， 
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かつ，全ての   (   )について𝐵    ( )． 

B)（Ａのもとで）全ての   (   )について， 

  ( )  𝐵 ，または，全ての  (   )につい 

 𝐵    ( )． 

C)   全ての   (   )について，  ( )  𝐵 であり， 

いくつかの   (   )について[𝐵    ( )]でも 

[𝐵    ( )]でもない． 

D)  いくつかの   (   )について，[𝐵    ( )]でも

[𝐵    ( )]でもなく，全ての   (   )につい

て𝐵    ( )． 

② 限定された単調性条件 

 ,  について，E)が成立し，かつ，全ての   (   )

と全ての   (   )について，  ( )    ( )が成立す

るとき，   . 

 ,  について，E)が成立し，かつ，全ての   (   )

と全ての   (   )について，  ( )    ( )が成立す

るとき，   . 

E)   全ての    (   )について，𝐵    ( )で

あり，全ての   (   )について，𝐵    ( )． 

③ リフレイン条件 

F) のとき，     

F) 全ての   (   )について，  ( )  𝐵 であり，全

ての   (   )について，  ( )  𝐵  

ただし，社会的関係関数のみに依拠する方法では，政

策（代替案）を整合的に（完備的ではないものの，推移

的に）評価できるものの，最適な政策が一意に定まると

は限らない．社会的関係関数の考え方によると，選ばれ

た政策の集合の要素をさらに序列付ける必要はないとさ

れるが，現実には実施される政策をひとつに絞り込む必

要がある．そのため，本研究では，さらに格差原理を用

いてより適切な政策を選択する方法を提案する．  

格差原理 6)は最も不遇な人の便益を最大化する政策が

望ましいとする考え方である． 本研究では格差原理の

考え方に基づき，社会構成員の潜在能力が基本的潜在能

力を下回る場合，それらの乖離が最も小さくなる政策が

最適であるとという基準を導入する．すなわち，基本的

潜在能力を最も満たさない者の潜在能力を最大化する政

策をとるという考え方である． 

上記の基準の具体的な考え方を以下に示す． 

「ある政策 下における個人 i(i=1,2)の機能 k(=1,2)の達

成度    のうち，機能 kに関する基本的潜在能力  
 との

乖離が最も大きい個人 i・機能 k の組み合わせ」を特定

し，その乖離を最小化するような政策を選ぶ．ある政策

 における個人 iの機能 kの達成度    と，機能 kに関す

る基本的潜在能力  
 の差を    とする．この差を「基本

的潜在能力との乖離」と呼ぶ．なお，  
 の値は個人間，

政策間では共通である．    は以下の式で表される． 

    =   
 −     (14) 

ある政策 下において，基本的潜在能力との乖離    

の最大値  を求める． 

  = 𝑚  
 ( =1,2)

( 𝑚  
 ( =1,2)

⁡(    ) ) (15) 

このとき，  が最も小さくなる政策，すなわち社会

的関係関数により絞り込まれた政策が最適な政策  と

考える． は存在する政策の集合を表す． 

  =    𝑚  
 

(  |   ) (16) 

 

 

4. 数値分析 

 

本章では前章で示したモデルを用いて適切な政策（共

同消費財生産量と支払い率の組み合わせ）を選べること

を示すために数値分析を行う． 

本研究の対象は，公共交通サービス水準が低い過疎地

域である．公共交通計画を策定する際，住民は負担する

費用を考慮しながら公共交通サービス水準を選択する． 

個人は自らの予算を，共同消費財と私的財の生産費用

に配分する．共同消費財はバスの便数，私的財はバスを

利用して出向く商店や通信販売で購入する商品と考える．

このとき，共同消費財の生産費用は住民が費用を共同で

負担するものとするが，私的財は個人で生産する． 

共同消費財に関する資源利用能力は個人の外出可能時

間，私的財に関する資源利用能力は商品探索能力とする．

商品探索能力とは，商店でお買い得品を見つけたり，通

販等でより上質な商品を購入する能力である． 

ここで，機能 1の達成度は，共同消費財の生産量と共

同消費財に関する資源利用能力により規定される．機能

1 の達成度は「活動場所への行きやすさ」を表すもので

ある．ここでは，活動場所で買い物・医療などに充てる

費用はここでは考えない． 

機能 2の達成度は，私的財と私的財に関する資源利用

能力を用いた「どの程度の質の活動ができるか」の 2つ

で構成されるとする．求めた機能の達成度の組み合わせ

は潜在能力と考える． 

 本章では数個の代替案の中から適切な公共交通サー

ビスが選ばれることを示す 

 

(1) 関数形の特定 

機能の達成度関数  は，以下のように仮定する． 

  1 =  −    (−
  ∙   

 

  ̃

) (17) 

  ̃：機能 の達成度が十分であるときの共同消費財

の生産量 

私的財を用いた機能の達成度についても同様である． 

  2 =  −    (−
  

  ∙   
 

  
̃

) (18) 

  
̃：機能 2の達成度が十分であるときの私的財の生
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産量 

費用関数は  ,   を財1単位あたりの費用とし，以下の

ように仮定する． 

  =   (  ) =   ∙    (19) 

  =   (  ) =   ∙    (20) 

 

(2) パラメータと代替案の設定 

いくつかの代替案を設定し，その下で適切な政策（共

同消費財生産量と支払い率の組み合わせ）が選べること

を示す．数値設定と代替案の設定は以下のようにした． 

 

表-1  数値分析の設定 

予算 1 10000 

予算 2 10000 

資源利用能力(  
1 ,   

1) (0.3,0.3) 

資源利用能力(  
2,   

2) (0.4,0.4) 

達成度が十分であるときの共同消

費財の生産量  ̃ 
30 

機能 k の達成度が十分であるとき

の私的財の生産量（  
1̃,   

2̃) 
(10,10) 

共同消費財 1単位あたりの費用   400 

私的財 1単位あたりの費用   1000 

 

表-2 支払い率の代替案の設定 

支払い率代替案 1 ( 1,  2) = (0  ,0  ) 

支払い率代替案 2 ( 1,  2) = (0  ,0  ) 

 

表-3  共同消費財生産量の代替案 

共同消費財生産量代替案 1 5 

共同消費財生産量代替案 2 10 

 

支払い率代替案と共同消費財生産量代替案の組み合わ

せが「政策」であると考える．支払い率代替案 1と共同

消費財生産量代替案 1 の組み合わせを政策  ，支払い

率代替案 1と共同消費財生産量代替案 2の組み合わせを

政策  ，支払い率代替案 2と共同消費財生産量代替案 1

の組み合わせを政策  ，支払い率代替案 2と共同消費財

生産量代替案 2 の組み合わせを政策  と呼ぶこととす

る． このとき，各政策下における個人 1,2の潜在能力は

表 4に示す値となった． 

表-4 評価結果 

個人 政策 潜在能力 

1     1(  ) = ( 11 𝑎 ,  12 𝑎) = (0 0 9,0 2 5) 

2     2(  ) = ( 21 𝑎 ,  22 𝑎) = (0 0  ,0 29 ) 

1  𝑏  1(  ) = ( 11 𝑏 ,  12 𝑏) = (0 095,0 2 2) 

2  𝑏  2(  ) = ( 21 𝑏 ,  22 𝑏) = (0  25,0 250) 

1     1(  ) = ( 11 𝑐 ,  12 𝑐) = (0 0 9,0 2  ) 

2     2(  ) = ( 21 𝑐 ,  22 𝑐) = (0 0  ,0 29 ) 

1  𝑑  1(  ) = ( 11 𝑑 ,  12 𝑑) = (0 095,0 22 ) 

2  𝑑  2(  ) = ( 21 𝑑 ,  22 𝑑) = (0  25,0 2 2) 

以下，3 章で示したモデルに従って政策を順序づける．

まず，各政策下における「最も不遇な人々」を特定する．

政策下における最も不遇なものは，他のいかなる個人の

潜在能力を優越することのない潜在能力をもつ個々人で

あり，式(12)で定義される． 

政策  において，  21 𝑎   11 𝑎かつ 22 𝑎   12 𝑎で

あるため，個人 1が最も不遇な個人である． 

政策  において， 21 𝑏   11 𝑏かつ 22 𝑏   12 𝑏で

あるため，個人 1が最も不遇な個人である． 

政策  において，  21 𝑐   11 𝑐かつ 22 𝑐   12 𝑐で

あるため，個人 1が最も不遇な個人である． 

政策  において，  21 𝑑   11 𝑑かつ 22 𝑑   12 𝑑

であるため，個人 1が最も不遇な個人である． 

次に個人 1の潜在能力と基本的潜在能力を比較する．

ここでは，基本的潜在能力 BC を以下のように設定し，

その下で形成される社会的評価を示す． 

𝐵 = (  
1,   

2)=(0.050，0.250) (21) 

  
 ：最低限保障すべき機能 kの達成度 

表-4より，政策  と政策  では，個人 1の機能 1の達

成度と機能 2 の達成度の両方が基本的潜在能力(  
1,   

2)

を上回っていることが分かる．また，政策  と政策  

では，個人 1の機能 2の達成度は基本的潜在能力より大

きいが，機能 1の達成度は基本的潜在能力より小さい．

各政策下の個人 1の機能の達成度の組み合わせと基本的

潜在能力の関係を，2 つの潜在能力の関係性を表す

二項関係を用いて以下に示す． 

 1(  )  𝐵  

 1(  )  𝐵  

 1(  )  𝐵  

⁡ 1(  )  𝐵  

次に各政策を基本的潜在能力条件，限定された単調性

条件，リフレイン条件により順序づける． 

政策  と政策  を比較すると，基本的潜在能力-B)よ

り，政策  の方が望ましい． 

(  ) (  ) (22) 

政策  と政策  を比較すると，基本的潜在能力-A)よ

り，政策  と政策  は同じくらいと評価される． 

(  ) (  )かつ(  ) (  ) (23) 

政策  と政策  を比較すると基本的潜在能力-B より，

政策  は政策  よりも望ましい． 

(  ) (  ) (24) 

政策  と政策  を比較すると基本的潜在能力-B より，

政策  は政策  よりも望ましい． 

(  ) (  ) (25) 

政策  と政策  を比較すると，リフレイン条件より，

順序付けはなされない． 

(  )  (  ) (26) 

政策  と政策  を比較すると，基本的潜在能力-B)よ
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り，政策  の方が望ましい． 

(  ) (  ) (27) 

以上の手順により政策  と政策  は，政策  と政策

  よりも望ましい政策であるという結果となった． 

次に格差原理を用いて，絞り込まれた政策  と政策

  を比順序づける． 

政策  における個人 i(i=1,2)の機能 k(=1,2)の達成度

    𝑏のうち，機能 k に関する基本的潜在能力  
 との乖

離が最も大きい個人 i・機能 k の組み合わせを特定する．

政策  における個人 iの機能 kの達成度    𝑏と，機能 k

に関する基本的潜在能力  
 の差    𝑏を式(14)より求める． 

 

 11 𝑏 =   
1− 11 𝑏 = 0 050 − 0 095 = −0 0 5 (28) 

 12 𝑏 =   
2− 12 𝑏 = 0 250 − 0 2 2 = 0 0 8 (29) 

 21 𝑏 =   
1− 21 𝑏 = 0 050 − 0  25 = −0 0 5 (30) 

 22 𝑏 =   
2− 22 𝑏 = 0 250 − 0 250 = 0 (31) 

 

政策  下において，BC との乖離    𝑏の最大値  𝑏を

求める． 

  𝑏 = 𝑚  
 ( =1,2)

( 𝑚  
 ( =1,2)

⁡(    𝑏) )=0.018  

同様に  𝑑を求めると以下のようになる． 

  𝑑 = 𝑚  
 ( =1,2)

( 𝑚  
 ( =1,2)

⁡(    𝑑) )=0.027  

 このとき， 

   𝑚  
 

(  |    ,   ) =    

よって政策  が望ましい政策であるという結果とな

った．以上のように，限定的な条件ではあるが，本研究

のモデルを用いて社会的評価が形成されることを示した． 

 

 

 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では複数住民の潜在能力から，公共交通サービ 

スの生産量とそのための住民の費用負担を選択するモデ 

ルを構築した．数値分析では，モデルを用いて政策代替

案を順序付けられることを示した．今後の課題としては，

数値分析は資源，資源利用能力，代替案の設定など，限

定された数値設定のもとでしか行っていない．それらの

数値設定を変化させ，社会的評価を形成しうるかを確認

する必要がある．  
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